
IT導入補助金2021　【通常枠】
令和元年度補正サービス等生産性向上IT導入支援事業　　

IT導入補助金は、中小企業・小規模事業者等のみなさまが今後複数年にわたり相次いで直面する制度変更（働き方改革、
被用者保険の適用拡大、賃上げ、インボイスの導入等）等に対応するため、中小企業・小規模事業者等のみなさまが生産性
の向上に資するITツール（ソフトウェア、サービス等）を導入するための事業費等の経費の一部を補助等することにより、
中小企業・小規模事業者等のみなさまの生産性向上を図ることを目的としております。

IT導入補助金2021　低感染リスク型ビジネス枠【特別枠】
令和2年度第三次補正サービス等生産性向上IT導入支援事業　　

本事業では、新型コロナウイルス感染症の流行が継続している中で感染拡大を抑えながら経済の持ち直しを図り、中小企業のポ
ストコロナに向けた経済構造の転換・好循環を実現させるため、令和2年度第一次・二次補正で措置した特別枠を改編し、現
下及びポストコロナの状況に対応したビジネスモデルへの転換に向けて、労働生産性の向上とともに感染リスクに繋がる業務上で
の対人接触の機会を低減するような業務の非対面化に取り組む中小企業・小規模事業者等のみなさまの積極的なIT導入等
を優先的に支援します。

3次締切分交付申請期間

8月2日（月）～　9月30日（木）　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　17：00まで（予定）

　交付決定日：2021年10月29日（予定）

IT導入補助金2021　事業スケジュール更新されました

https://www.it-hojo.jp/

※通常枠（A類型・B類型）のとの相違点について

3次締切分交付申請期間

8月2日（月）～　9月30日（木）　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　17：00まで（予定）

　交付決定日：2021年10月29日（予定）

※内容は8/17現在の情報です。今後変更される可能性もございますので、ご了承ください。

※弊社ヤマイチテクノは、IT導入支援事業者（IT導入補助金2021 採択事業者）

                                        及びリコージャパンコンソーシアムの構成員です。
　　　　　　　　　　　※弊社ではC類型/D類型”ハードウエアレンタル”も対応させて頂いております。

ご申請のお手伝い致します！

https://www.it-hojo.jp/
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●事業スキーム（イメージ）

共通項目

●　中小企業・小規模事業者のみなさまの手続き/フロー

（事前準備/申請要件）

※以下、IT導入補助金サイト及び公募要領から抜粋

必須　「gBizIDプライムアカウントの取得」  →※取得には2～3週間程度かかります
　　　　交付申請の要件には「gBizIDプライム」アカウント（ID・パスワード等）が必要となります。
　　　　「gBizIDプライムアカウント」をお持ちでない場合は「gBizID」ホームページより取得をしてください。　　　
　　　　https://gbiz-id.go.jp/top/

※アカウント取得には、印鑑証明書又は、印鑑登録証明書の原本、メールアドレス、SMS受信可能
　　な電話番号（スマートフォンもしくは携帯電話）等が必要です。

必須　「SECURITY ACTIONについて」　→※交付申請作成時に宣言済アカウントIDの入力が必要です。
　　　　独立行政法人情報処理推進機構（IPA）が実施する「SECURITY ACTION」の宣言が必要に
　　　　なります。この宣言は、中小企業・小規模事業者自らが、情報セキュリティ対策に取組むことを自己宣言
　　　　する制度で、「★一つ星」または「★★二つ星」を宣言する事を要件としています。
　　　　（「SECURITY ACTION」の概要説明）　　　
　　　　https://www.ipa.go.jp/security/security-action/it-hojo.html
　　　　　※サイト内「（参考）SECURITY ACTION新規申込み手順書（PDF）をご参照ください。　　
　　　　https://security-shien.ipa.go.jp/manual/SA自己宣言手順書.pdf

※「事業計画及び賃上げについて」
・交付申請の直近月において、申請者が営む事業場内の最低賃金が法令上の地域別最低賃金以上
であること。

・補助事業を実施することによる労働生産性の伸び率の向上について、１年後の伸び率が３％以上、３
年後の伸び率が９％以上及びこれらと同等以上の、数値目標を作成すること。

・ＩＴ導入支援事業者と確認を行ったうえで、生産性向上に係る情報（売上、原価、従業員数及
び就業時間、給与支給総額（※）、事業場内最低賃金（事業場内で最も低い賃金）等）を事務
局に報告すること。
　※給与支給総額とは、全従業員（非常勤を含む）及び役員に支払った給与等（給料、賃金、
　　　賞与及び役員報酬等は含み、福利厚生費、法定福利費や退職金は除く）をいう。

※「事業計画及び賃上げについて」は、各申請類型によって”加算対象”or”必須”及び”目標が未達
の場合の補助金返還”の条件が異なりますので、ご注意ください。

※内容は8/17現在の情報です。今後変更される可能性もございますので、ご了承ください。



（交付申請に必要な添付資料）

（1）法人の場合

　　　　必須　実在証明書　：　「履歴事項全部証明書（発行から3ケ月以内のもの）」
　　　　必須　事業継続確認書類：「税務署の窓口で発行された直近分の法人税の納税証明書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（「その1」もしくは「その2」）

（2）個人事業主の場合

　　　　必須　本人確認書類　：　「（有効期限内の）運転免許証もしくは運転経歴証明書もしくは
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住民票（発行から3ケ月以内のもの）」
　　　　必須　事業継続確認書類1：「税務署の窓口で発行された直近分の所得税の納税証明書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（「その1」もしくは「その2」）
　　　　必須　事業継続確認書類2：税務署が受領した直近分の確定申告書Bの控え

（交付決定後から事業実施期間中に行うこと）

　　　（1）ITツールの契約、発注
　　　（2）ITツールの納品、導入
　　　（3）ITツールの代金支払い
　
　　　　※重要：交付決定の連絡が届く前に発注・契約・支払い等を行った場合は、補助金の交付を
　　　　　　　　　　受けることができません。ご注意ください。
　　　　
　　　　●上記完了後、事業実施報告

（事業実施効果報告について）

事業終了後、生産性向上に係る数値目標に関する情報（売上、原価、従業員数及び就業時間等）及
び給与支給総額・事業場内最低賃金等を効果報告期間内に報告すること。
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※以下、IT導入補助金サイト及び公募要領から抜粋

A類型/B類型

（申請要件）
・本事業で B 類型に申請しようとする者（下記（注）の適用外の者は除く）は、以下の要件をすべて
　満たす３年の事業計画を策定し、従業員に表明していること。（※A類型は、加点項目）
　　　・事業計画期間において、給与支給総額を年率平均１．５％以上増加
　　　（被用者保険の適用拡大の対象となる中小企業・小規模事業者等が制度改革に先立ち任意
　　　　　適用に取り組む場合は、年率平均１％以上増加）
　　　・事業計画期間において、事業場内最低賃金（事業場内で最も低い賃金）を地域別最低賃金
　　　　＋３０円以上の水準にする
　　　　※１ 給与支給総額とは、全従業員（非常勤を含む）及び役員に支払った給与等
　　　　　　　（給料、賃金、賞与及び役員報酬等は含み、福利厚生費、法定福利費や退職金は
　　　　　　　　　除く）をいう。
　　　　※２ 被用者保険の任意適用とは、従業員規模５１名～５００名の企業が短時間労働者を
　　　　　　　　厚生年金に加入させることを指す。
　　　・下記に同意の上、事業計画を策定・実行すること。
　　　　　　　　申請時点で、申請要件を満たす賃金引上げ計画を従業員に表明することが必要。
　　　　　　　　交付後に表明していないことが発覚した場合は、補助金額の返還を求める。財産処分等
　　　　　　　　も含め、補助金等の返還額の合計は補助金交付額を上限とする。
　　　＜給与支給総額の増加目標が未達の場合＞
　　　・事業計画終了時点において、給与支給総額の年率平均１．５％以上の増加目標が達成でき
　　　　ていない場合は、補助金の全部の返還を求める場合がある。

＜類型詳細＞
　　【A 類型】
　　　　　・ 必ず“共 P-01～各業種 P-06“の内、1 種類以上の業務プロセスを保有するソフトウェアを
　　　　　　申請すること。
　　　　　・ 上記を満たしていることを要件として、大分類Ⅱ「オプション」、大分類Ⅲ「役務」に係る各経
　　　　　　費も補助対象となる。
　　　　　・ 補助額は 30 万円以上 150 万未満とする。
　　　　　・ 事業実施効果報告は、2023 年から 2025 年までの 3 回とする。

　　【B 類型】
　　　　　・ 必ず“共 P-01～汎 P-07“の内、４種類以上のプロセスを保有するソフトウェアを申請すること。
　　　　　・ 上記を満たしていることを要件として、大分類Ⅱ「オプション」、大分類Ⅲ「役務」に係る各経費
　　　　　　も補助対象となる。
　　　　　・ 補助額は 150 万円以上 450 万円以下とする。
　　　　　　　　※補助対象経費から算出した交付申請額（補助対象経費の１／２以内）が、下限額
　　　　　　　　　　を下回る場合は A 類型として申請すること。
　　　　　　　　※なお、B 類型の要件を満たす場合でも、交付申請時に申請する補助額を自主的に
　　　　　　　　　　 A 類型の補助額の範囲内（30 万円以上 150 万未満）で申請することは可能。
　　　　　・ 事業実施効果報告は、2023 年から 2025 年までの３回とする。

（審査項目）

        ・自社の経営課題を理解し、経営改善に向けた具体的な問題意識を持っているか

・加点項目に係る取組の審査
　　　　・国が推進する「クラウド導入」に取り組んでいるか
　　　　・インボイス制度の導入に取り組んでいるか
・減点措置
　　　　・過去３年間に、類似の補助金の交付を受けた事業者は、審査上の減点措置を講じる。
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低感染リスク型ビジネス枠【特別枠】

※以下、IT導入補助金サイト及び公募要領から抜粋

Ｃ類型/Ｄ類型

（補助対象となる事業）

低感染リスク型ビジネス枠（特別枠：C・D 類型）について
令和２年度第三次補正サービス等生産性向上ＩＴ導入支援事業（ＩＴ導入補助金） 低感染リスク
型ビジネス枠（以下「特別枠 C 類型・D 類型」という。）では、新型コロナウイルス感染症の流行が継続し
ている中で感染拡大を抑えながら経済の持ち直しを図り、中小企業のポストコロナに向けた経済構造の転
換・好循環を実現させるため、令和２年度第一次・二次補正で措置した特別枠を改編し、現下及びポスト
コロナの状況に対応したビジネスモデルへの転換に向けて、労働生産性の向上とともに感染リスクに繋がる業
務上での対人接触の機会を低減するような業務の非対面化に取り組む中小企業・小規模事業者等の積
極的なＩＴ導入を優先的に支援する。

本事業においては、業務の非対面化に資するツール（非対面化ツール）の導入を前提に、
「C 類型（低感染リスク型ビジネス類型：複数のプロセス間で情報連携されるツールを導入し複数のプロ
セスの非対面化や業務の更なる効率化を行うことを目的とした事業）」と
「D 類型（テレワーク対応類型：テレワーク環境の整備に資するクラウド対応ツールを導入し複数のプロ
セスの非対面化を行うことを目的とした事業）」に申請する事業を補助対象とする。

　＜非対面化ツールとは＞
　　　事業所以外の遠隔地から業務を行うテレワーク環境の整備をはじめ、対人接触の機会を低減する
　　　よう非対面又は遠隔でのサービス提供が可能なビジネスモデルへの転換（業務形態の非対面化）
　　　に資する、労働生産性の向上を目的としたＩＴツールをいう。

　なお、この特別枠（C 類型・D 類型）においては、通常枠(A 類型・B 類型)では補助対象とならない
　ハードウェアレンタルも、役務の一つと認める。

（補助対象事業の拡大について（遡及（さかのぼり）申請の追加））
 　本事業は、新型コロナウイルス感染症が事業環境に与える特徴的な影響下において、交付決定後に
　　実施する事業に加え、可及的速やかに実施された事業に対しても支援を行うべきであるということから、
　　原則である下記①のケースに加え、特例として下記②の遡及（さかのぼり）申請のケースも、補助対象
　　事業として認める。
　　① 交付決定日以降に補助対象事業を実施するケース
 　　　　事務局に登録されたＩＴ導入支援事業者及びＩＴツールの中から、ＩＴツールを選定し、
　　　　　交付決定日以降に事業（契約・納品・支払い）を実施するケース。
　　② 遡及（さかのぼり）申請可能期間中に補助対象事業を実施するケース
 　　　　一刻も早い業務形態の非対面化の必要性の理由から公募開始前の遡及申請可能期間
　　　（２０２１年１月８日（金）以降から交付決定前までの期間）に、ＩＴツール導入について
　　　　　の契約を実施し、その後、補助事業者による交付申請までの間に当該ＩＴツールとそれを提供する
　　　　　ＩＴ導入支援事業者が事務局に登録されたケース。
 　　つまり、２０２１年１月７日（木）以前に実施された事業は、補助対象外となるため注意すること。

（審査項目）

        ・新型コロナウイルス感染症における事業への影響とその対策について効果的なツールが導入されているか
        ・自社の経営課題を理解し、経営改善に向けた具体的な問題意識を持っているか

・加点項目に係る取組の審査
　　　　・国が推進する「クラウド導入」に取り組んでいるか
          ※ただし、D 類型においてはクラウド対応ツールの導入が必須要件であることから加点としない。
　　　　・インボイス制度の導入に取り組んでいるか
・減点措置
　　　　・過去３年間に、類似の補助金の交付を受けた事業者は、審査上の減点措置を講じる。



（申請要件）

本事業に申請しようとする者（下記（注）の適用外の者は除く）は、以下の要件をすべて満たす３年の
事業計画を策定し、従業員に表明していること。（※C-1類型/D類型は、加点項目）
　・事業計画期間において、給与支給総額を年率平均１．５％以上増加
　　（被用者保険の適用拡大の対象となる中小企業・小規模事業者等が制度改革に先立ち任意適用に
　　　取り組む場合は、年率平均１％以上増加）
　・事業計画期間において、事業場内最低賃金（事業場内で最も低い賃金）を地域別最低賃金＋
　　３０円以上の水準にする
　　　　　※１ 給与支給総額とは、全従業員（非常勤を含む）及び役員に支払った給与等（給料、賃金、
　　　　　　　　　賞与及び役員報酬等は含み、福利厚生費、法定福利費や退職金は除く）をいう。
　　　　　※２ 被用者保険の任意適用とは、従業員規模５１名～５００名の企業が短時間労働者を
　　　　　　　　　厚生年金に加入させることを指す。
　　　　　※３ 今般の新型コロナウイルス感染症の影響を受けた事業者（低感染リスク型ビジネス枠の
　　　　　　　　　事業者）については 補助事業実施年度に感染症の影響を受けることを想定して、上記の
　　　　　　　　　賃上げ目標を据え置きし、その翌年度から３年の間にこの目標値を達成する計画とすること
　　　　　　　　　が可能。
　・下記に同意の上、事業計画を策定・実行すること。
　　　　　申請時点で、申請要件を満たす賃金引上げ計画を従業員に表明することが必要。交付後に
　　　　　表明していないことが発覚した場合は、補助金額の返還を求める。財産処分等も含め、補助金等
　　　　　の返還額の合計は補助金交付額を上限とする。
　＜給与支給総額の増加目標が未達の場合＞
　・事業計画終了時点において、給与支給総額の年率平均１．５％以上の増加目標が達成できていない
　　場合は、補助金の全部の返還を求める場合がある。

＜類型詳細＞
　　【Ｃ類型】
　　　　　・ 事務局に登録されたＩＴツールの内、業務の非対面化を前提とし異なるプロセス間での
　　　　　　情報共有や連携を行うことで補助事業者の労働生産性の向上に寄与するもので、
　　　　　　連携型ソフトウェアとして事務局に登録されたＩＴツールを導入する際に選択する類型。
　　　　　　※異なるプロセス間で連携可能であれば、導入するツール数について単一か複数かは問わない。
　　　　　・ 交付申請時に連携型ソフトウェアを選択し本項 C 類型の要件を満たす場合には、その連携型
　　　　　　ソフトウェアに加え、別途、他の連携型ソフトウェアを含む非対面化ツールを併せて申請することが可能。
　　　　　・必ず“共 P-01～汎 P-07“の内、2 種類以上のプロセスを保有するソフトウェアを申請すること。
　　　　　・ 補助金額は C-1 類型が 30 万円以上 300 万円未満、
　　　　　　　　　　　　　　C-2 類型が 300 万円以上 450 万円以下とする。
　　　　　　※なお、補助対象経費から算出した交付申請額（補助対象経費の２／３以内）によって、
　　　　　　　　申請類型を選択することができるが、C-2 類型の要件を満たす場合でも、交付申請時に申請
　　　　　　　　する補助額を自主的に C-1 類型の補助額の範囲内（30 万円以上 300 万円未満）で
　　　　　　　　申請することは可能。
　　　　　・ 事業実施効果報告は、2023 年から 2025 年までの 3 回とする。

　　【Ｄ類型】
　　　　　・ 事前に事務局に登録されたＩＴツールの内、業務の非対面化およびクラウド対応されている
　　　　　　ことを前提とし複数のプロセスにおける遠隔地等での業務を可能とすることで補助事業者の
　　　　　　労働生産性の向上に寄与するものとして登録されたＩＴツールを導入する際に選択する類型。
　　　　　　※複数プロセスを非対面化することが可能であれば、導入するツール数について単一か複数
　　　　　　　　かは問わない。
　　　　　・ 必ず“共 P-01～汎 P-07“の内、2 種類以上のプロセスを保有するソフトウェアを申請すること。
　　　　　・ 補助金額は 30 万円以上 150 万円以下とする。
　　　　　・ 事業実施効果報告は、2023 年から 2025 年までの 3 回とする。



IT導入補助金2021　【通常枠】 A類型/B類型

事業スケジュール

第１次締切（5/14（金））17：00まで
第２次締切（7/30（金））17：00まで
第３次締切（9/30（木））17：00まで
第４次締切　11月中予定

IT導入補助金2021　【特別枠】 C類型/D類型

※ITツールの登録やご申請の事前準備等日数を要する手続きが
　　ございますので、上記交付申請締切日時をご確認の上、ご申請・
　　手続きをすすめて頂きます様お願い致します。

※制度内容・事業スケジュールは、変更される場合がございます。
　　詳しくは、IT導入補助金事務局サイトで公開されます
　　　　　　　　　　　　　　　「事業スケージュール」をご参照ください。

https://www.it-hojo.jp/schedule/

※内容は8/17現在の情報です。今後変更される可能性もございますので、ご了承ください。

第１次締切（5/14（金））17：00まで
第２次締切（7/30（金））17：00まで
第３次締切（9/30（木））17：00まで
第４次締切　11月中予定

※最新情報・詳しくは、弊社営業担当者もしくは下記URLよりお問合せください。

【関西地区】　06-6445-2224　（大阪本社）
【関東地区】　03-3230-8770　（東京支店）
【中部地区】　052-972-7100　（名古屋支店）

株式会社　ヤマイチテクノ
（お問合せURL）
http://www.yamaichi-techno.jp/contact/



補助対象経費の内容とITツールの要件
※以下、IT導入補助金サイト及び公募要領から抜粋

※内容は8/17現在の情報です。今後変更される可能性もございますので、ご了承ください。

　●補助対象経費
　　　補助対象経費は、ＩＴ導入支援事業者が提供し、あらかじめ事務局に登録されたＩＴツールの導入費用
　　　とする。補助事業者は、登録されたＩＴ導入支援事業者への相談を行い、自社の生産性向上に寄与する
　　　適切なＩＴツールを選択し、申請すること。

　●補助対象となるＩＴツールの分類

※カテゴリー２「連携型ソフトウェア」およびカテゴリー９「ハードウェアレンタル」 については、通常枠
　　A・B 類型では補助対象外となるため注意すること。
※連携型ソフトウェアとは、複数プロセス間での情報共有や連携を行うことを可能とする連携型
　　ツールの総称。

　●交付申請を行う際に必要となるＩＴツールの要件

（A類型）補助事業者は、ＩＴ導入支援事業者により事務局に対して事前に登録された
　　　　　　　ＩＴツールの中から導入するＩＴツールを選択し交付申請を行う。
　　　　　　　その際、選択したＩＴツールは上図３つの大分類中の大分類Ⅰ「ソフトウェア」の
　　　　　　　カテゴリー１に設定されたプロセス“共 P-01～各業種 P-06“（下図参照）を
　　　　　　　必ず１種類以上含んでいる必要がある。（※詳細は、別紙1を参照）

※「汎用プロセス（汎 P-07）」のみを保有するＩＴツールは、単独では交付申請不可だが“共 P-01
　　～各業種 P-06“と組み合わせて交付申請することで、1 プロセスとしてカウントされ交付申請が可能となる。



（B類型）補助事業者は、ＩＴ導入支援事業者により事務局に対して事前に登録された
　　　　　　　ＩＴツールの中から導入するＩＴツールを選択し交付申請を行う。
　　　　　　　その際、選択したＩＴツールは左図３つの大分類中の大分類Ⅰ「ソフトウェア」の
　　　　　　　カテゴリー１に設定されたプロセス“共 P-01～各業種 P-06“（左図参照）を
　　　　　　　必ず4種類以上含んでいる必要がある。（※詳細は、別紙1を参照）

（C/D類型）補助事業者は、ＩＴ導入支援事業者により事務局に対して事前に登録された
　　　　　　　　　ＩＴツールの中から導入するＩＴツールを選択し交付申請を行う。
　　　　　　　　　その際、選択したＩＴツールは左図３つの大分類中の大分類Ⅰ「ソフトウェア」の
　　　　　　　　　カテゴリー１に設定されたプロセス“共 P-01～各業種 P-06“（左図参照）を
　　　　　　　　　必ず2種類以上含んでいる必要がある。（※詳細は、別紙1を参照）

　　　　　　　　　申請するＩＴツール（ソフトウェア)は非対面化ツールであること。

　　　　　　　　　ハードウェアレンタルを補助対象経費として申請する場合は、当該ハードウェアの活用
　　　　　　　　　により業務形態の非対面化を実現するものであること。
　　　　　　　　　※カテゴリー９のハードウェアレンタルのみを導入する形での交付申請は認められない
　　　　　　　　　　　点に注意すること。

※（C類型）事務局に登録されたＩＴツールの内、業務の非対面化を前提とし異なるプロセス間
　　　　　　　　　での情報共有や連携を行うことで補助事業者の労働生産性の向上に寄与するもの
　　　　　　　　　で、連携型ソフトウェアとして事務局に登録されたＩＴツールを導入する際に選択
　　　　　　　　　する類型。
　　　　　　　　　※異なるプロセス間で連携可能であれば、導入するツール数について単一か複数
　　　　　　　　　　　かは問わない。
※（D類型）事務局に登録されたＩＴツールの内、業務の非対面化およびクラウド対応
　　　　　　　　　されていることを前提とし複数のプロセスにおける遠隔地等での業務を可能とすること
　　　　　　　　　で補助事業者の労働生産性の向上に寄与するものとして登録されたＩＴツールを
　　　　　　　　　導入する際に選択する類型。
　　　　　　　　　※複数プロセスを非対面化することが可能であれば、導入するツール数について
　　　　　　　　　　　単一か複数かは問わない。



業種、業務プロセス一覧

（別紙1）









弊社取り扱いITツール

※弊社では、ユーザー様（補助事業者様）それぞれの課題や生産性の向上に適したITツールを都度登録
申請させて頂いております。
その為、ITツールの登録やご申請の事前準備等の手続きで日数を要する場合がございますので、弊社営業
担当者にご相談の上、ITツールの選択をすすめて頂きます様お願い致します。

・弥生販売21 ネットワーク 3ライセンス(with SQL)

https://www.yayoi-kk.co.jp/index.html

https://rakuichi.casio.jp/

【販売管理ソフト】

【販売管理ソフト】

・楽一　販売管理システム EXS販管2基本B（1C）EXP
・楽一　EX工事2フルセット（1C）EXP
・楽一　販売管理システム EXS販管2基本B（3C）with（特別枠申請用）
・楽一　販売管理システム EXS販管2基本B（1C）EXP（特別枠申請用）

※内容は7/20現在の情報です。今後変更される可能性もございますので、ご了承ください。

IT導入補助金2021

https://www.beingcorp.co.jp/product/gaia10/

【土木工事積算ソフト】 ・Gaia10スタンドアロン5年保証

【会計ソフト】

・弥生販売 21 スタンダード

・弥生会計21 NW 3L(with SQL)かんたんホスティング
　 +弥生販売21(特別枠申請用）

【会計ソフト】

https://www.ohken.co.jp/index.html

・建設大臣NX LAN　3ｸﾗｲｱﾝﾄwith SQL（通常枠申請用）
・建設大臣NX LAN　3ｸﾗｲｱﾝﾄwith SQL
　　　　　　　　　　　　　　　+Microsoft365（特別枠申請用）



※弊社では、ユーザー様（補助事業者様）それぞれの課題や生産性の向上に適したITツールを都度登録
申請させて頂いております。
その為、ITツールの登録やご申請の事前準備等の手続きで日数を要する場合がございますので、弊社営業
担当者にご相談の上、ITツールの選択をすすめて頂きます様お願い致します。

※最新情報・詳しくは、弊社営業担当者もしくは下記URLよりお問合せください。

【関西地区】　06-6445-2224　（大阪本社）
【関東地区】　03-3230-8770　（東京支店）
【中部地区】　052-972-7100　（名古屋支店）

株式会社　ヤマイチテクノ
（お問合せURL）
http://www.yamaichi-techno.jp/contact/

【汎用ソフト】

https://www.microsoft.com/ja-jp/microsoft-365

・Microsoft365BusinessStandard（操作サポート有*）（年間）

【人事管理ソフト】

https://www.obc.co.jp/

・人事奉行i11NWedition　TypeNS　1L（通常枠申請用）

・法定調書奉行i11NWedition　TypeNS　1L【年末調整・法定
調書作成ソフト】

【CADソフト】

https://www.ijcad.jp/

・IJCAD 2021 STD Standalone
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